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　　第４　審査の結果

　　第２　審査の期間

　　　・ 平成２８年７月２５日、７月２８日

　　第３　審査の手続

　　　・決算審査にあたっては、２事業が地方公営企業法に定める基本原則に基づき運

　　　営されているか否かに重点を置き、決算書及び決算付属書類が、関係法令に準拠

　　　して作成されているかを確かめるとともに、決算書を基礎として、関係諸帳簿，証憑

　　　類を照合審査して確認を行い、併せて職員から説明を聴取して実施した。

　　　・審査に付された２事業の決算書及び決算付属書類は、関係法令の諸規定に準拠

　　　り、当年度の経営成績、財政状態を適正に表示しているものと認めた。

　　　以下審査の結果は、次の会計別に述べるとおりである。

　　　して作成されており、会計帳簿、証憑類等と照合点検したところ、計数は正確であ
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【南伊勢町上水道事業会計】

１．事業の概要

　平成２７年度末における給水戸数は３，４２０戸、給水人口は７，８９１人で、給水区域内

人口に対する普及率は９９．９％となっている。また、配水量は１，２００，８２７㎥で、有収

率は６８．５％となっている。

　業務実績については「第１表」のとおりである。

99.9%

第１表　業務状況表

平成２６年度

３，４４１戸

１，２３９，３７５㎥

普 及 率

66.7%

一 日 平 均 給 水 量

99.9%

平成２７年度

３，４２０戸

１，２００，８２７㎥

４，５９０㎥

事 項

３，２８１㎥

８２２，８２３㎥

68.5%

給 水 戸 数

総 配 水 量

一 日 最 大 給 水 量 ４，７７５㎥

３，３９６㎥

８２６，１９１㎥有 収 水 量

有 収 率
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単位：円・％

区分
科目 　　　　　　

26 207,559,000 185,296,520 △ 22,262,480 89.27

27 192,627,000 183,988,224 △ 8,638,776 95.52

26 192,857,000 183,224,568 △ 9,632,432 95.01

27 189,953,000 180,209,786 △ 9,743,214 94.87

26 14,702,000 2,071,952 △ 12,630,048 14.09

27 2,674,000 3,778,438 1,104,438 141.30

単位：円・％

26 200,050,000 182,221,498 17,828,502 91.08

27 186,437,000 179,393,165 7,043,835 96.22

26 182,695,000 165,406,089 17,288,911 90.53

27 170,410,000 162,651,485 7,758,515 95.44

26 12,614,000 11,781,191 832,809 93.39

27 12,380,000 13,704,680 △ 1,324,680 110.70

26 0 0 0 ―

27 0 0 0 ―

26 4,741,000 5,034,218 △ 293,218 ―

27 3,647,000 3,037,000 610,000 ―

区分
年度 予　算　額 決　算　額 不用額 執　行　率

　項　予備費

　項　特別損失

第３表　収益的支出

　（注）本表の金額は消費税を含む。

科目 　　　　　　　

　項　営業費用

款　　水道事業費用

　項　営業外費用

収　入　率

２．収支の状況

①収益的収入及び支出

　収益的収入は、予算額１９２，６２７，０００円に対し、決算額は１８３，９８８，２２４

　円で、収入率は、９５．５２％となっている。

　収益的支出は、予算額１８６，４３７，０００円に対し、決算額は１７９，３９３，１６５

　円で、執行率は９６．２２％となっている。

款　　水道事業収益

　項　営業収益

　項　営業外収益

　（注）本表の金額は消費税を含む。

　科目別の収支の状況は「第２表」「第３表」のとおりである。

第２表　収益的収入

年度 予　算　額 決　算　額 予算額との比較
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単位：円・％

科目 　　　　　区分 年度 予　算　額 決　算　額

地方公営企業法第
２６条の規定による
繰越額に係る財源

充当額

予算額との比較 収　入　率

26 127,402,000 115,611,218 0 △ 11,790,782 90.75

27 126,772,000 91,175,600 0 △ 35,596,400 71.92

26 15,648,000 7,751,400 0 △ 7,896,600 49.54

27 15,648,000 12,350,600 0 △ 3,297,400 78.93

26 75,800,000 71,900,000 0 △ 3,900,000 94.85

27 76,000,000 53,500,000 0 △ 22,500,000 70.39

26 0 5,818 0 5,818 -

27 0 0 0 0 -

26 35,954,000 35,954,000 0 0 100.00

27 35,124,000 25,325,000 0 △ 9,799,000 72.10

単位：円・％

科目 　　　　　区分 年度 予　算　額 決　算　額
地方公営企業法
第２６条の規定に

よる繰越額
不用額 執　行　率

26 267,094,000 190,934,038 35,000,000 41,159,962 71.49

27 318,944,000 238,713,428 42,000,000 38,230,572 74.84

26 213,078,000 136,918,062 35,000,000 41,159,938 64.26

27 263,948,000 183,718,120 42,000,000 38,229,880 69.60

26 54,016,000 54,015,976 0 24 99.99

27 54,996,000 54,995,308 0 692 99.99

第５表　資本的支出

②資本的収入及び支出

　　資本的収入は、予算額１２６，７７２，０００円に対し、決算額は９１，１７５，６００円で、

　収入率は７１．９２％となっている。

　　資本的支出は、予算額３１８，９４４，０００円に対し、決算額は２３８，７１３，４２８円で、

　執行率は７４．８４％となっている。

　　科目別の収支の状況は「第４表」「第５表」のとおりである。

　項　固定資産
　　　　　売却代金

　項　補　助　金

款　　資本的支出

　項　建設改良費

　項　企業債償還金

　（注）本表の金額は消費税を含む。

第４表　資本的収入

款　　資本的収入

　項　工事負担金

　項　企　業　債

　（注）本表の金額は消費税を含む。
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３．経営成績

　　事業収益は、１６８，４５１，４２２円で、その内訳は、営業収益１６７，２１２，６９１円、営業外収

益１，２３８，７３１円となっている。

　　一方、事業費用については１７４，８５８，５９９円で、その内訳は、営業費用１５７，７９５，５８４

円、営業外費用１４，０２６，０１５円となっており、この結果、当年度の損失は６，４０７，１７７円と

なっている。

　事業収支の状況は「第６表」「第７表」のとおりである。

　　　　　単位：円・％

収 入 額 構 成 比 率 収 入 額 構 成 比 率

営 給 水 収 益 162,136,454 94.72 162,114,714 96.24

業 受 託 給 水 工 事 収 益 5,334,008 3.12 1,087,302 0.65

収 そ の 他 営 業 収 益 3,554,240 2.08 4,010,675 2.38

益 計 171,024,702 99.91 167,212,691 99.26

受取利息及び配当金 69,392 0.04 54,540 0.03

雑 収 益 78,243 0.05 123,374 0.07

長 期 前 受 金 戻 入 － － 1,060,817 0.63

計 147,635 0.09 1,238,731 0.74

171,172,337 100.00 168,451,422 100.00

　　　　　単位：円・％

支 出 額 構 成 比 率 支 出 額 構 成 比 率

原 水 及 び 給 水 費 38,135,466 21.44 37,462,402 21.42

配 水 及 び 給 水 費 19,573,553 11.00 18,174,395 10.39

受 託 工 事 費 3,188,524 1.79 22,685,754 12.97

総 係 費 23,469,279 13.19 3,494,300 2.00

減 価 償 却 費 69,350,968 38.99 70,058,443 40.07

資 産 減 耗 費 6,582,576 3.70 5,620,377 3.21

そ の 他 営 業 費 用 163,623 0.09 299,913 0.17

計 160,463,989 90.21 157,795,584 90.24

支 払 利 息 10,896,704 6.13 10,726,985 6.13

雑 支 出 1,492,320 0.84 3,299,030 1.89

計 12,389,024 6.96 14,026,015 8.02

予　備　費 予 備 費 0 0.00 0 0.00

過 年 度 損 益 修 正 損 0 0.00 3,037,000 1.74

そ の 他 特 別 損 失 294,182 0.17 0 0.00

手 当 965,036 0.54 0 0.00

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,775,000 2.12 0 0.00

計 5,034,218 2.83 3,037,000 1.74

177,887,231 100.00 174,858,599 100.00

営

業

費

用

第６表　　事業収入に関する事項

科目　　　　　　　　　　　　　　区分
平成２６年度

合 計 （ 水 道 事 業 収 益 ）

（注）本表の金額は消費税を含まない。

営業外収益

特別損失

平成２７年度

平成２７年度

第７表　　事業費用に関する事項

科目　　　　　　　　　　　　　　区分
平成２６年度

営業外費用

合 計 （ 水 道 事 業 費 用 ）

（注）本表の金額は消費税を含まない。
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　　平成２７年度末における資産合計は１，９０６，８６９，８０７円で、このうち固定資産は１，７６２，

２５９，５０１円となっており、資産合計の９２．４２％を占めている。

　　固定資産の大部分を占める有形固定資産は、１，７６２，０５８，４０１円で、無形固定資産は、

２０１，１００円となっている。

　　流動資産は、１４４，６１０，３０６円で、資産合計の７．５８％を占めており、主なものは現金預

金１０６，１１３，８２３円、未収金２２，６３８，７８３円、前払金１０，０００，０００円などとなっている。

　資産状況は「第８表」のとおりである。

　　　　　　単位：円・％

　　　　　　　　区分

科目 金　　　　　　　　額 構　成　比　率 金　　　　　　　　額 構　成　比　率

１．固　定　資　産 1,667,826,841 87.99 1,762,259,501 92.42

有形固定資産 1,667,625,741 87.98 1,762,058,401 92.41

無形固定資産 201,100 0.01 201,100 0.01

２．流　動　資　産 227,581,495 12.01 144,610,306 7.58

現　金　預　金 188,307,884 9.93 106,113,823 5.56

未　　収　　金 30,563,439 1.61 22,638,783 1.19

貯　　蔵　　品 9,450,172 0.50 9,764,700 0.51

前　　払　　金 3,097,000 0.16 10,000,000 0.52

貸倒引当金 △ 3,837,000 △ 0.20 △ 3,907,000 △ 0.20

３．繰　延　資　産 0 0.00 0 0.00

前　払　費　用 0 0.00 0 0.00

災　害　損　失 0 0.00 0 0.00

資　産　合　計 1,895,408,336 100.00 1,906,869,807 100.00

平成２７年度

第８表　　資産状況表

平成２６年度

４．財政状態

①資産

６



②負債及び資本

　　平成２７年度末における負債の合計は、６２８，２７４，０１０円で、その主な内容としては、

　過去からの借入資本としてのもので、平成２８年度中には未償還となる固定負債である。

　　資本金並びに剰余金の資本合計は、１，２７８，５９５，７９７円で、その主な内容としては、

　自己資本金のほか、工事負担金・補助金等の資本剰余金である。

　　　　　　単位：円・％

区分

科目 金　　　　　　　　額 構成比率 金　　　　　　　　額 構成比率

１．固　定　負　債 484,023,310 81.99 481,521,563 82.65

企　　　　　業　　　　債 484,023,310 25.54 481,521,563 25.25

長　 期 　借 　入 　金 0 0.00 0 0.00

２．流　動　負　債 82,727,052 4.36 66,548,264 3.49

一   時   借   入   金 0 0.00 0 0.00

未　 　　　払 　 　　金 26,783,214 1.41 9,535,170 0.50

未　 　払　  費 　  用 0 0.00 0 0.00

前　 　　　受　　　　金 0 0.00 0 0.00

そ の 他 流 動 負 債 15,530 0.00 68,347 0.00

企　　 　　業　　　　債 54,995,308 2.90 56,001,747 2.94

引         当        金 933,000 0.05 943,000 0.05

３．繰　延　収　益 35,954,000 1.90 80,204,183 4.21

長　 期 　前 　受 　金 35,954,000 1.90 81,265,000 4.26

長期前受金収益化累計額 0 0.00 △ 1,060,817 0.00

負 債 合 計 602,704,362 31.80 628,274,010 32.95

１．資　本　金 544,593,684 28.73 544,593,684 28.56

自　己　資　本　金 544,593,684 28.73 544,593,684 28.56

借　入　資　本　金 0 0.00 0 0.00

２．剰　余　金 748,110,290 39.47 734,002,113 38.49

資　本　剰　余　金 590,316,431 31.14 582,615,431 30.55

利　益　剰　余　金 157,793,859 8.33 151,386,682 7.94

資 本 合 計 1,292,703,974 68.20 1,278,595,797 67.05

負 債 資 本 合 計 1,895,408,336 100.00 1,906,869,807 100.00

　負債及び資本の状況は「第９表」のとおりである。

平成２６年度 平成２７年度

第９表　　負債及び資本状況表

７



　平成２７年度末における総患者数は４８，５５８人で、昨年度と比較して１，９０３人の減となっ

ている。入院患者数は１２，８５０人で１，０５６人の減、一日平均患者数は、３５．１人となって

いる。また、外来患者数は、３５，７０８人で、昨年度と比較して８４７人の減、一日平均１２９人

となっている。これらの業務に従事している職員数は、平成２８年３月３１日現在、５４人となっ

ている。

　各病院別の事項については「第１表」のとおりである。

病院名・年度

町立病院 宿田曽診療所 阿曽浦診療所 町立病院 宿田曽診療所 阿曽浦診療所

延 患 者 数 （ 人 ） 13,906 － － 12,850 － －

一 日 あ た り 患 者 数 （ 人 ） 38.1 － － 35.1 － －

１人一日あたり収益（円） 20,196 － － 21,886 － －

延 患 者 数 （ 人 ） 22,697 13,858 － 22,067 13,641 －

一 日 あ た り 患 者 数 （ 人 ） 85.3 48.6 － 82.6 46.2 －

１人一日あたり収益（円） 8,315 5,595 － 9,601 5,884 －

50 26

療養病床
（休止）

一般病床
町立病院病床数

（平成２８年３月３１日現在）

76

平成２７年度

【南伊勢町病院事業会計】

１．事業の概要

第１表　業務状況表

平成２６年度

区分　　　　　　　　　　　　

入
院

外
来
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①収益的収入及び支出

　　収益的収入は、予算額８７０，０６３，０００円に対し、決算額は８５０，５１４，３７１円で、収入率

率は９７．７５％となっている。

　　収益的支出は、予算額８７０，０６３，０００円に対し、決算額は８４６，００６，５８３円で、執行

率は９７．２４％となっている。

単位：円・％

科目 　　　　　　　　区分 年度 予　算　額 決　算　額 予算額との比較 収　入　率

26 851,080,000 816,591,455 △ 34,488,545 95.95

27 870,063,000 850,514,371 △ 19,548,629 97.75

26 694,779,000 656,548,039 △ 38,230,961 94.50

27 716,314,000 680,440,755 △ 35,873,245 94.99

26 156,301,000 160,043,416 3,742,416 102.39

27 153,749,000 170,073,616 16,324,616 110.62

単位：円・％

科目 　　　　　　　　区分 年度 予　算　額 決　算　額 不用額 執　行　率

26 851,080,000 839,365,396 11,714,604 98.62

27 870,063,000 846,006,583 24,056,417 97.24

26 821,738,000 813,061,276 8,676,724 98.94

27 862,802,000 840,637,348 22,164,652 97.43

26 7,698,000 5,919,146 1,778,854 76.89

27 7,261,000 5,369,235 1,891,765 73.95

26 21,644,000 20,384,974 1,259,026 94.18

27 － － － －

　項　　医業外費用

　（注）本表の金額は消費税を含む。

款　　病院事業収益

　項　　医業収益

２．収支の状況

　科目別の収支の状況は「第２表」「第３表」のとおりである。

　項　　医業外収益

款　　病院事業費用

　項　　医業費用

　項　　特別損失

第２表　収益的収入

　（注）本表の金額は消費税を含む。

第３表　収益的支出

９



単位：円・％

科目 　　　　　　区分 年度 予　算　額 決　算　額 予算額との比較 収　入　率

26 32,771,000 24,971,640 △ 7,799,360 76.20

27 44,902,000 20,546,042 △ 24,355,958 45.76

26 15,100,000 8,300,000 △ 6,800,000 54.97

27 16,100,000 5,700,000 △ 10,400,000 35.40

26 17,671,000 16,671,640 △ 999,360 94.34

27 28,802,000 14,846,042 △ 13,955,958 51.55

26 0 0 0 ―

27 0 0 0 ―

単位：円・％

科目 　　　　　　　　　区分 年度 予　算　額 決　算　額 翌年度繰越額 執　行　率

26 47,578,000 39,804,418 0 83.66

27 65,807,000 40,302,806 0 61.24

26 31,970,000 30,970,018 0 96.87

27 28,252,000 27,251,725 0 96.46

26 15,608,000 8,834,400 0 56.60

27 37,555,000 13,051,081 0 34.75

　項　企　業　債

第５表　資本的支出

　（注）本表の金額は消費税を含む。

款　　資本的支出

　項　企業債償還金

　項　建設改良費

　項　県補助金

　（注）本表の金額は消費税を含む。

　項　他会計負担金

第４表　資本的収入

款　　資本的収入

②資本的収入及び支出

　　資本的収入は、予算額４４，９０２，０００円に対し、決算額は、２０，５４６，０４２円で、収入率

は４５．７６％となっている。

　　資本的支出は、予算額６５，８０７，０００円に対し、決算額は、４０，３０２，８０６円で、執行率

は６１．２４％となっている。

　　科目別の収支の状況は「第４表」「第５表」のとおりである。
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③事業収入及び支出

　　医業収益は、６７８，３５３，５４０円で、医業費用は、８２９，７２１，３４８円となっている。

　　一方、医業外収益は１６９，８０８，３１１円、医業外費用は１４，８９９，４６３円となり、

　この結果、当年度は３，５４１，０４０円の純利益となった。

　　　　　単位：円・％

収　　　入　　　額 構　成　比　率 収　　　入　　　額 構　成　比　率

入 院 収 益 280,842,349 34.51 281,166,062 33.15

外 来 収 益 266,263,963 32.72 290,059,572 34.20

そ の 他 医 業 収 益 106,871,568 13.13 107,127,906 12.63

計 653,977,880 80.37 678,353,540 79.98

受 取 利 息 及 び配 当 金 3,223 0.00 6,704 0.00

他 会 計 負 担 金 143,328,360 17.61 153,480,958 18.10

患 者 外 給 食 収 益 739,506 0.09 832,374 0.10

そ の 他 医 業 外 収 益 2,550,631 0.31 2,611,557 0.31

補 助 金 3,132,000 0.38 3,220,000 0.38

長 期 前 受 金 戻 入 10,026,314 1 9,656,718 1.14

計 159,780,034 19.63 169,808,311 20.02

813,757,914 100.00 848,161,851 100.00

　　　　　単位：円・％

支　　　出　　　額 構　成　比　率 支　　　出　　　額 構　成　比　率

給 与 費 548,964,402 65.57 555,356,236 65.75

材 料 費 63,104,545 7.54 84,530,655 10.01

経 費 138,080,960 16.49 138,559,310 16.40

減 価 償 却 費 49,838,115 5.95 49,307,318 5.84

資 産 減 耗 費 0 0.00 0 0.00

研 究 研 修 費 2,061,815 0.25 1,967,829 0.23

計 802,049,837 95.80 829,721,348 98.24

支払利息及び企業債取扱諸費 4,502,445 0.54 4,193,035 0.50

雑 損 失 10,246,942 1.22 10,706,428 1.27

計 14,749,387 1.76 14,899,463 1.76

そ の 他 特 別 損 失 20,384,974 2.43 － －

計 20,384,974 2.43 － －

837,184,198 100.00 844,620,811 100.00

平成２７年度

平成２７年度

合 計 （ 病 院 事 業 費 用 ）

第７表　　事業費用に関する事項

医
業
外

費
用

科目　　　　　　　　　　　　区分
平成２６年度

医
業
費
用

特
別

損
失

　　事業収支の状況は「第６表」「第７表」のとおりである。

第６表　　事業収入に関する事項

科目　　　　　　　　　　　　区分
平成２６年度

合 計 （ 病 院 事 業 収 益 ）

医
業
外
収
益

医
業
収
益
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　①資産

　　平成２７年度末における資産合計は、５４６，９４５，１９９円で、このうち固定資産は、２８８，３

　１，７５６円で、資産合計の残り４７．２８％にあたり、その内訳は現金預金１８６，６５８，０３４円、

　未収金６２，９４８，２９０円、貯蔵品８，６９６，４４４円、その他流動資産２７８，９８８円となって

　いる。

　　　　　　単位：円・％

区分

科目　　　　　　　　　　　 金 額 構 成 比 率 金 額 構 成 比 率

１．固　定　資　産 325,586,428 58.75 288,363,443 52.72

有　形　固　定　資　産 325,586,428 58.75 288,363,443 52.72

無　形　固　定　資　産 0 0.00 0 0.00

２．流　動　資　産 228,609,966 41.25 258,581,756 47.28

現　金　預　金 160,326,698 28.93 186,658,034 34.13

未　　収　　金 57,947,125 10.46 62,948,290 11.51

貯　　蔵　　品 10,083,059 1.82 8,696,444 1.59

その他流動資産 253,084 0.05 278,988 0.05

資　産　合　計 554,196,394 100.00 546,945,199 100.00

　

３．経営成績

　６３，４４３円となっており、資産合計の５２．７２％を占めている。また、流動資産は、２５８，５８

平成２７年度

　

　資産状況は「第８表」のとおりである。

第８表　　資産状況表

平成２６年度
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　②負債及び資本

　　平成２７年度末における負債の合計は、４４３，３６９，５６７円で、その内容は、固定負債であ

　る長期借入金、流動負債である薬品・診療材料費の未払金などとなっている。

　　資本金並びに剰余金の資本合計は、１０３，５７５，６３２円で、その主なものは、資本剰余金

　である他会計繰入金や補助金等、そのほか欠損金などとなっている。

　負債及び資本の状況は「第９表」のとおりである。

第９表　　負債及び資本状況表 　　　　　　単位：円・％

区分

科目　　　　　　　　　　　　　 金 額 構 成 比 率 金 額 構 成 比 率

固　　定　　負　　債 290,903,230 52.49 268,463,567 49.08

流　　動　　負　　債 99,015,317 17.87 99,744,421 18.24

繰　　延　　収　　益 79,089,297 14.27 75,161,579 13.74

負 債 合 計 469,007,844 84.63 443,369,567 81.06

１．資　本　金 9,109,728 1.64 9,109,728 1.67

自　己　資　本　金 9,109,728 1.64 9,109,728 1.67

借　入　資　本　金 0 0.00 0 0.00

２．剰　余　金 76,078,822 13.73 94,465,904 17.27

資　本　剰　余　金 962,667,471 173.71 977,513,513 178.72

利　益　剰　余　金 △ 886,588,649 △ 159.98 △ 883,047,609 △ 161.45

資 本 合 計 85,188,550 15.37 103,575,632 18.94

負 債 資 本 合 計 554,196,394 100.00 546,945,199 100.00

平成２６年度 平成２７年度

１３
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むすび 

１．上水道事業会計 

平成２７年度決算における給水原価（総費用／有収水量）は、１㎥あたり２０７円９０銭で、昨

年の２１１円２５銭から比較すると３円３５銭安くなっていた。有収率は６８．５％と昨年の６６．

７％と比べると１．８％高くなっていた。 

その原因としては、有収水量の増加による給水原価の低下が考えられるが、すでに普及率

が９９．９％に達しており、給水水量の急激な増加が望めない当事業会計においては、今後も給

水原価の上昇を抑えることが求められる。過去３ヵ年の給水原価に今年度の有収水量８２万２，

８２３㎥を乗じて総水量に対する経費を計算すると下表のとおりとなる。 

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

有収率 62.1％ 69.9％ 66.7％ 68.5％ 

給水原価 179.60 円 191.90 円 211.25 円 207.90 円 

総費用 147,779,011 円 157,899,734 円 173,821,359 円 171,064,902 円 

差額（平成 27 年度から） 23,285,891 円 13,165,168 円 △2,756,457 ― 

 表中の「総費用」は平成２７年度の有収水量を各年度の給水原価にかけたものであり、実際

の年度費用とは異なるが、給水原価の増加が会計に与える影響を表している。また、有収率は

６８．５％と、過去２ヵ年と比較すると若干平均的な値となっている。 

水道事業においては、安価に生産した水を効率よく届けることが最も重要であり、有収率・給

水原価の改善・向上に努め、水道料金の過年度未収金の解消と経費削減をしない限り、上水

道事業の将来の安定運営は望めない。 

 

２．病院事業会計 

平成２７年度の入院診療における病床利用率は、稼動病床数５０床（一般病床５０床・療養病

床休床）に対して７0．４％となっていた。また、総患者数は平成２６年度に比べ、１，９０３人の減

少となり、さらに一般会計からの繰入金総額は、平成２６年度の２億３，０００万円に対して平成

２７年度は２億３，８３２万７，０００円と、８３２万７，０００円の増額となっていた。 

一般会計からの繰入金額 

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

医業収益 70,000,000 円 70,000,000 円 70,000,000 円 

医業外収益 150,694,487 円 143,328,360 円 153,480,958 円 

資本的収益 13,288,513 円 16,671,640 円 14,846,042 円 

繰入金総額 233,983,000 円 230,000,000 円 238,327,000 円 

総収益は４．２％の増加、総費用は０．９％の増加となっており、経常損益は３５４万１，０００

円で数年ぶりのプラス収支となっている。ただし、一般会計から多額の繰入金があり、病院とし

ての経営努力は伺えるが、今後も院長はじめ職員一同が総力をあげ、収益の向上と経費の削

減を図らない限り、現在の厳しい経営状況からの脱却はできないと考えられる。 

 

３．総括 

上水道事業会計・病院事業会計ともに、地方自治法第２条第１４項、「地方公共団体は、その

事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を

上げるようにしなければならない。」、第１５項「地方公共団体は、常にその組織及び運営の合

理化に努めるとともに、他の地方公共団体に協力を求めてその規模の適性化を図らなければ

ならない。」の観点に立ち返り、今後も適正な事業運営に努めることが必要不可欠である。 


